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図 6-3 PLと「カテゴリ、MTTFD、DCavg、CCF」との関係 

 

各要件の詳細と併せて、図 6-2の適用事例を設計手順に従って詳述する。 

 

エ 安全機能設計概要の説明(図 6-2の事例参照) 

【安全機能設計概要】 

⚫ ガード本体は、ISO 14120の要求事項を満足した構造でガード本体、隙間から

の安全距離は、ISO 13857 に従った安全距離を確保する。 
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⚫ 保護装置(ガードインタロック)による停止機能：可動ガードを開くとバルブへ

の制御電源供給遮断によりバルブからの駆動エネルギー源である空気圧供給

を遮断する。 

⚫ 可動ガード(扉)の保護装置(ガードインタロック)による停止機能の安全確保を

保証するための危険源域までの安全距離は、ISO 13855 にて設計した最小距離

以上を確保する。 

⚫ 機能安全設計は、PLr=dを満足するためにカテゴリ＝3、MTTFD＝中以上、DCavg＝

低以上で PL=d を達成する設計とする。 

オ 安全関連システムのカテゴリとカテゴリの選定 

安全関連システムのカテゴリは、故障に対する耐性能力から B、1、2、3、4の 5

つの分類がある。表 6-1にその分類の詳細について示す。 
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表 6-1 安全関連システム(SRP/CS)の各カテゴリの要求事項 

カテ

ゴリ 

ISO 13849-1:2015  

要求事項要約 

各カテゴリの 

システム挙動 

(耐性) 

安全を達成 

するために 

使用する 

原理 

指定構成 

B 

SRP/CS及び／又は保護設備、並びにその

構成部品は、予期した影響に耐え得るよう

に、関連する規格に従って設計、製造、選

択、組立、組み合わされなければならない。 

ISO 13849-2”基本的安全原則”を使用しな

ければならない｡ 

障害発生が、安全機能

の喪失をもたらすこと

がある。 

主として、 

横成部品の選

択によって特

徴付けられる。 

 

1 

Bの要求事項を適用する。ISO 13849-2に

示される”十分に吟味された構成部品”及

び”十分に吟味された安全原則”を用いな

ければならない。 

障害発生が、安全機

能の喪失をもたらすこ

とがあるが、発生確は、

カテゴリ Bより低い。 

 

2 

B の要求事項及び十分に吟味された安全

原則の使用を適用しなければならない。安

全機能は、機械の制御システムによって適

切な間隔でチェックしなければならない。 

チェック間の障害の

発生が、安全機能の喪

失をもたらすことがあ

る。安全機能の喪失は、

チェックによって検出

される。 

主として、 

構造によって

特徴付けられ

る。 

 

 

3 

B の要求事項及び十分に吟味された安全

原則の使用を適用しなければならない。安

全関連部は、次のように設計しなければな

らない。 

●いずれの部分の単一の障害も、安全機能

の喪失をもたらさない｡ 

●合理的に実施可能な場合、単一の障害が

検出される。 

単一の障害発生時、

安全機能が常に実施さ

れる。すべてではない

が、障害は検出される。

検出されない障害の蓄

積で、安全機能の喪失

をもたらすことがあ

る。 

 

4 

B の要求事項及び十分に吟味された安全

原則の使用を適用しなければならない。安

全関連部は、次のように設計しなければな

らない。 

●いずれの部分の単一の障害も、安全機能

の喪失をもたらさない。 

かつ 

●単一の障害は、安全機能に対する次の動

作要求時、又はそれ以前に検出される。そ

れが不可能な場合、障害の蓄積が安全機能

の喪失をもたらしてはならない。 

障害発生時、安全機

能が常に実施される。

蓄積障害の検出は、安

全機能の喪失の確率を

引き下げる(高 DC)。障

害は、安全機能の喪失

を予防できる時間内に

検出される。 

 

I:入力 L:論理 O:出力

I:入力 L:論理 O:出力

I１:入力 L１:論理 O１:出力

監視

相互監視

I２:入力 L２:論理 O２:出力

監視

I１:入力 L１:論理 O１:出力

監視

相互監視

I２:入力 L２:論理 O２:出力

監視

I:入力 L:論理 O:出力

TE:
試験装置

OTE:
検査出力

監視
監視

監視：合理的に実行可能な障害検出
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図 6-4にカテゴリ 3 以上で構成されている図 6-3の事例の安全関連システムの機能

ブロック図を示す。 

 

 

 

図 6-4 安全関連システムの機能ブロック図記載事例(図 6-2の事例参照) 

 

図 6-2のカテゴリ 3 以上の安全関連システム事例の設計概要は、以下である。 

⚫ カテゴリ 3以上の冗長回路で、入力の冗長化、論理は安全 PLCにより各安全機

能に対する冗長化の要求事項を満足する機器を選定、出力は、ダブルバルブに

よる冗長対応できる機器を選定。 

⚫ 入力の冗長化構成は、IEC 60947-5-1(JIS C 8201-5-1)適合の直接開路動作機

構の位置スイッチ B1の N.C.接点と位置スイッチ B2の N.O.接点を安全 PLC(安

全関連システムとして使用が認証された PLC)に入力し安全 PLC で状態監視す

る。 

⚫ 機械駆動は、ダブルバルブ(V1、V2)により空気圧を機械駆動部に供給する。ま

たダブルバルブ(V1、V2)は、各バルブスプールの動作状態を直接モニタする接

点 VF1、VF2 を安全 PLCに入力し、安全 PLC で状態監視する。 

 

カ 安全関連システムの MTTFDの算出と確認 

システム構成が決まれば、PL 設計として安全関連システムの MTTFD を算出する。

液圧式、空圧式、機械式・電気機械式の各単体の MTTFDは、B10D(機構部品の 10%に危

険側故障に至るまでの平均動作回数)、または B10(機構部品の 10%に故障が至るまで

の平均動作回数)、または MTTFD がメーカから提供されている場合はそれを使用し、

値がメーカから提供されていない場合は、ISO 13849-1表 C.1 の B10Dまたは MTTFDの

値を使用する。 

以下に個々のコンポーネントの B10D/B10から MTTF Dを求める手順を示す。 

①  機械設備(プレス機械)の使用期間は、設備仕様より 30年間である。機能安全

維持のためには、保守を考慮するために使用期間を明確にする必要がある。 

② 機構部品の B10Dまたは B10を部品メーカに確認する。    

B1

B2

K1

V2

V1
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【B10が分からない場合は、ISO 13849-1の附属書 Cの B10D値を使用する。】       

B10が、部品メーカから提供された場合は、危険側故障、安全側故障の発生確

率は同等とみなして B10の２倍の値を B10D(B10D=2xB10)とする。 

③ 安全機能の年間動作回数(nop)を以下の式で算出する。 

nop＝dop(稼働日/年)×hop(稼働時間/日)×3,600 / tcycle(作動間隔(秒)) 

例えば、dop=300 日/年、hop=20 時間/日、tcycle=10分(600 秒) 

とすると→ nop=36,000回/年 

④ 【B10D】と【nop】から以下の計算で MTTFDを求める。 

MTTFD ＝ B10D /(0.1 × nop) 

例えば、B10D=200,000 回とし③の nopの値を使用すると 

→ MTTFD= 56 年 として求まる。 

⑤  T10D＝(B10D / nop)＝機器の 10%危険側故障間隔(年)の考慮 

MTTFDとして算出された機器も T10D(年)の作動回数で機器の 10％が故障する

ことになることから各機器の使用も T10D(年)で制限される。各機器は、MTTFD

を使用期間維持するために T10D(年)を考慮してそれ以前に機器の交換を行う必

要がある。 

例えば、本事例の機械設備の使用期間 30年の間であり、③で求めた機器の

MTTFD= 56年は、T10D= 5.6年となるので機器は 5年程度で交換されることが求

められる。 

 

【参考：B10Dから MTTFDを求める計算式】 

① 計算条件 

(1) B10D＝機器の 10%平均危険側故障回数 

(2) nop＝年間操作回数(年間安全機能作動回数) 

(3) T10D＝(B10D / nop)＝機器の 10%危険側故障間隔(年) 

(4) MTTFD＝機器の平均危険側故障時間(年) 

(5) λd＝危険側故障確率 

 

② 計算式 

計算式の前提条件は、故障率一定の指数分布の仮定で考える。 

λd＝危険側故障確率とし、危険側故障確率λdが一定とした信頼度および故障

率(不信頼度)は、指数分布として考えると、それぞれは式(1)、式(2)で示さ

れる。 
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信頼度  R(t) = e-λd・t                     − − −(1)  

不信頼度 F(t) = 1 - e-λd・t                 − − −(2) 

 

10%の危険側故障率(不信頼度)は、(2)式に T10Dを代入して求まる。 

F(T10D) = 1 - e
-λd・T

10D  = 0.1               − − −(3)  

式(3)の両辺を整理すると(4)式が求まる。 

e-λd・T
10D  = 0.9                            − − −(4)  

 

式(4)式の両辺の対数を取り[式(5)]、それを展開すると(6)が求まる。 

 Ln(e−λd∙𝑇10𝐷 ) =  Ln(0.9) ≅ −0.10536                                     − − − (5) 

     − λd ∙ 𝑇10D ≅ −0.10536 

 λd ≅ 0.10536
𝑇10𝐷

⁄                            − − − (6) 

MTTFD(平均危険側故障時間)は、式(7)で示されるので 

 MTTFD ＝
１

𝜆𝑑
⁄                                                             − − − (7) 

 

式(7)に式(6)を代入すると式(8)となる。 

MTTFD ≅
𝑇10𝐷

0.10536⁄ ≅
𝑇10𝐷

0.1⁄                     －－－(8) 

(8)式に𝑇10𝐷 =
𝐵10D

𝑛𝑜𝑝
 を代入すると 

             MTTFDと𝐵10Dの関係式(9)となる。 

MTTFD ≅
𝐵10D

0.1 𝑛𝑜𝑝
⁄                                                 －－－(9) 

 

E/E/PE(電気、電子、プログラマブル電子)機器は、メーカ(個々の企業が開発す

る場合は開発者)から PL評価のための MTTFDまたは PFHDを入手する。 

各単体の MTTFD が、決まれば機器を組み合わせたシステムの MTTFD を算出する。

算出方法と算出した値の適用内容について以下に示す。これらの MTTFDの計算結果

は、SRP/CS の PLレベルを判定するために ISO 13849-1の図 5または表 K.1 を使用

する際に使用する。各サブシステムの MTTFＤは、カテゴリ 4以外は、最大 100 年と

して制限される。(カテゴリ 4の場合は、最大 2,500年) 

 

③  PL評価のための同一チャンネル全体の MTTFDの計算式と計算事例 
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(2)安全関連システムの文書概要と PLの確認 

図 6-4の事例についての機能安全設計の PL について、(ア)〜(ク)の内容を安全関

連システムの文書概要として以下にまとめる。(ア)〜(ク)ですでに記載した内容も

あるが機能安全の文書化のまとめとして示す。 

 

【安全機能と要求特性の記載例】 

可動ガードインタロックによる停止カテゴリ 0 での機械駆動エネルギーの遮断

停止機能：(【停止カテゴリ 0】：IEC 60204-1(JIS B 9960-1) 箇条 9.2.2 参照) 

可動ガードのインタロック装置により可動ガードを開くとインタロック装置の

安全機能：STO(安全トルクオフ)により機械駆動クラッチブレーキバルブへのエネ

ルギー遮断により機械駆動のクレッチへの空圧エネルギーが遮断されると同時に

機械式ブレーキ開放が解除され機械式ブレーキがかかり、機械が停止しその位置が

保持される。 

 

【安全機能設計概要】 

⚫ ガード本体は、ISO 14120の要求事項を満足した構造でガード本体、隙間から

の安全距離は、ISO 13857 に従った安全距離を確保。 

⚫ 保護装置(ガードインタロック)による停止機能：可動ガードを開くとバルブ

への制御電源供給遮断によりバルブからの駆動エネルギー源である空気圧供

給を遮断する。 

⚫ 可動ガード扉の保護装置(ガードインタロック)による停止機能に安全確保を

保証する危険源域までの安全距離は、ISO 13855にて設計した最小距離以上を

確保する。 

⚫ 機能安全設計は、PLr=dを満足するためにカテゴリ＝3、MTTFD＝中以上、DCavg

＝低以上で PL=dを達成する設計とする。 

 

【カテゴリ構成】 

  図 6-4で示した機能ブロック図のカテゴリ構成について以下に示す。 

⚫ カテゴリ 3 以上の冗長回路で、入力の冗長化、論理は安全 PLC により各安全

機能に対する冗長化の要求事項を満足する機器を選定、出力は、ダブルバル

ブによる冗長対応できる機器を選定。 
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⚫ 入力の冗長化構成は、IEC 60947-5-1(JIS C 8201-5-1)適合の直接回路動作機

構の位置スイッチ B1 の N.C.接点と位置スイッチ B2 の N.O.接点を安全 PLC(制

御システムの安全関連部として使用が認証された PLC)に入力し安全 PLC で状

態監視する。 

⚫ 機械駆動は、ダブルバルブ(V1、V2)により空気圧を機械駆動部に供給する。ま

たダブルバルブ(V1、V2)は、各バルブスプールの動作状態を直接モニタする接

点 VF1、VF2 を安全 PLCに入力し、安全 PLC で状態監視する。 

 

【安全機能の MTTFDまたは PFHＤとシステムの PL評価】 

① 入力部サブシステムの評価  

⚫ 位置スイッチ B1：B10D＝200,000 回 (メーカ値) 

年間動作回数 nop =36,000 回/年→ T10D(B1)=5.6 年 MTTFD(B1)=56 年 

位置スイッチ B1の交換周期は 5年とする。 

⚫ 位置スイッチ B２：B10D＝2,000,000 回(メーカー値)                  

年間動作回数 nop =36,000 回/年→ T10D(B1)=56 年 MTTFD(B1)=560 年 

⚫ 入力部サブシステムの MTTFDは、B1 と B2 の冗長回路より 

MTTFD(B1/B2)=376年(カテゴリ 4)【単一チャネルの場合は 100 年で制限】 

⚫ 入力の DC(診断範囲)は、安全 PLCにより動作状態の冗長監視より DC=99% 

⚫ カテゴリ 3(DC<99%)・4(DC≧99%)、MTTFD=376 年、DC=99%(高)より 

入力部サブシステムの PL=e (PFHD=6.44x10-9) 

② 論理部サブシステムの PFHD 

安全 PLCメーカよりの入手データとして本ガードインタロックに使用する安全

機能に対する安全度水準は、「SIL3、 PFHD=1.5x10-8」とのデータを入手。 

③ 出力部サブシステムの MTTFD 

⚫ 空圧ダブルバルブ V1・V2：B10D＝20,000,000回(ISO 13849-1 附属書 C・表

C.1)  

バルブ作動サイクル 5秒(12サイクル/分)とした年間サイクルより 

年間動作回数 nop =4,500,000 回/年→ T10D(V1/V2)=4.6年  

MTTFD(V1/V2)=46年 

ダブルバルブ(V1/V2)の交換周期は 4 年とする。 

⚫ 出力部の DCは、安全 PLCによりバルブスプール動作状態の冗長監視より

DC=99% 

⚫ カテゴリ 4、MTTFD=46年(高)、DC=99%(高)より 
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出力部サブシステムの PL=e (PFHD=6.33x10-8) 

 

④ 安全関連システム全体の PL評価 

入力部サブシステムの評価①、論理部の PFHDデータ②、出力部サブシステムの評

価③よりシステム全体の PL 評価は、各 PFHDデータの合計値で評価できる。また、

共通原因故障(CCF)に対する低減方策についても設計資料で明確にする必要がある。

CCFに対する低減方策採点 65点以上として以下を評価する。 

安全関連システム全体の PL＝6.44x10-9＋1.5x10-8＋6.33x10-8＝8.47x10-8 

 ISO 13849-1 表 K.1 より PFHD=8.47x10-8=PLe と評価できる 

⑤  安全関連システムの PLの設計検証 

図 6-2の事例ガードインタロックによる安全機能の設計は、 

【設計結果 PL=e ＞ PLr=d】より安全機能の設計として妥当である。 

⑥  安全関連システム(安全 PLC使用)におけるソフトウエア 

 図 6-9に機械安全におけるソフトウエアの検討流れ図と安全 PLC のソフトウ

エアのソフトの設計内容を示した。 

 

図 6-9 ISO 13849-1ソフトウエア検討流れ図と安全 PLC 
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安全 PLC(機械の制御システムの安全関連部)のソフトウエア構築は、一般的に安全

PLC メーカの各安全機能に対するソフトウエアの使用を守って構築することが必要

である。その際の作業内容は、図 6-9に示す簡易Ｖモデルとして表すことができる。 

安全 PLC でソフトウエアを構築する際に、一般的に必要と思われる文書について

以下に示す。 

① リスクアセスメント：リスク低減方策の決定事項を含める 

② ハード構成：安全関連システムに関するハードウエア 

③ 安全関連ソフトウエア安全要求仕様書：ソフトウエア計画書 

④ 安全関連ソフトウエアテスト計画書：品質確認のためのソフトウエア検証計

画書 

⑤ ソフトウエア設計仕様書：①〜④をまとめてソフトウエアでの処理内容を記

載 

⑥ 機械の制御システムの安全関連部のソフトウエアの記述(コーデング) 

⑦ ソフトウエアテスト結果(テストレポート) 

安全 PLCソフトの妥当性説明のために上記以外にも設計、検証過程を記録として

残すことも必要である。 

 

６．３ 保護装置の活用事例 

リスクアセスメントの実施に基づき、リスクが十分許容可能なレベルであれば、リ

スク低減方策を実施せずとも機械を使用することが可能である。しかし、許容可能な

レベルに達していない場合は、リスク低減方策が必要であり、ISO 12100(JIS)に示さ

れている 3 ステップメソッドに基づき、本質的安全設計方策、安全防護および付加保

護方策、使用上の情報や、ISO 11161 に示されるタスクゾーン設定や設計方策にてリ

スク低減を行うことが必要となる。 

 これらの本質的安全設計方策やタスクゾーンの設定を用いても、もしくは用いるこ

とが困難なため、リスクが許容可能なレベルまで低減できない場合は、次のステップ

として、タスクゾーンの設定とあわせて、安全防護方策もしくは付加保護方策にてリ

スク低減を実施する必要がある。 

 これらの安全防護方策もしくは付加保護方策の代表的な例を、以下に示す。 
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(1) 安全ガードによる保護 

ガードは ISO 12100、ISO 14120および ISO 11161 に示す要求事項に基づき設置す

る必要がある。ガードの例として以下があげられる。 

ア 固定式ガード 

固定式ガードは、取り付けた位置に確実に保持されなければならない。 

⚫  溶接などによって恒久的に固定される、または、 

⚫  特殊ドライバなどの工具を使用しなければ外されたり、開けたりできない

ように、ねじやナットを用いて固定すること。 

なお、固定式ガードは、開閉を行うためにガードの片側にヒンジ機構を持って

いる場合がある。 

イ 可動式ガード 

 可動式ガードには一般に次のような要求事項があり、必要に応じて機械の制御

システムと連携しなければならない。 

⚫ 閉じているときはもちろん、開いているときもヒンジまたはガイドレールな

どによって、機械類またはその構造物に固定されている状態であること。 

⚫ 機械の可動部分がオペレータの動作範囲と重複しているときは、機械の可動

部分の方が起動できないこと。また、機械の可動部分が稼動する場合には、

オペレータはその範囲内に入ることができないようになっていること。この

仕組みは可動式ガードのうち、インタロック付ガード(必要な場合はロック

付き)を用いることで実施できる。 

⚫ 可動式ガードのガードがずれたり外されたり、または取り付けたインタロッ

ク装置などが欠落あるいは故障した場合は、機械可動部の起動は防止される

こと。または稼動していれば機械の可動部分は停止すること。これは制御シ

ステムの診断機能を用いて実施できる。 

(2) 起動機能インタロック付きガード 

起動機能インタロック付きガードは、ガードを閉めると他の起動制御器(起動スイ

ッチなど)を用いることなく自動的に機械の起動を行う、インタロック付きガードの

特殊な形式。このガードは次のすべての要求を満足できる場合のみ、実施してもよ

い。 

⚫ 基本的にインタロック付きガードとしてすべての要求事項を満足していること。 

⚫ 機械のサイクルタイムが短い。 
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⚫ ガードが開いている間の設定時間は、小さな値にセットすること(例：サイクル

タイムと同等)。この時間を越えると、ガードが閉じても起動できないこと。こ

の場合、リセット作業が必要とされる。 

⚫ ガードが閉じたときには、必ず身体のすべてが危険区域から完全に外(安全位置)

へと出ていること。 

⚫ 故障によって意図しない起動などを生じないように、例えば二重化および診断

機能を持って設計されていること。 

⚫ ガードがそれ自体の重量で下に降りている間に、誤って起動を開始することが

ないように、例えば、ばね又はカウンタウェイトなどによって開いた状態を確実

に維持できること。 

(3) 保護装置による制御 

機械の安全制御に活用される保護装置の例として、以下があげられる。 

ア ドアインタロック装置 

特定の条件(一般的にはガードが閉じていない場合)のもとで機械要素の運転を

防ぐことを目的とした機械装置、電気装置、又はその他の装置。安全スイッチ、リ

ミットスイッチ、ロック付安全スイッチ、非接触安全スイッチなどがあり、これら

のデバイスが取り付けられたガードに対する要求事項として、ISO 12100および ISO 

14119に基づく下記内容等が求められる。 

⚫ ガードが閉じられて危険源が隔離されるまで、運転を許可しないこと。 

⚫ 機械の運転中にガードを開けると、運転を停止すること。 

⚫ ガードを閉じたことによって、自動的に運転が開始しないこと。 

⚫ インタロック装置の無効化可能性の最小化(手の届かない範囲への取り付け

などによるアクセスの制限、工具などで容易に外せない方法での取り付け、

状態のモニタリングなど) 

  

図 6-10 ドアインタロック装置事例 
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イ ライトカーテン 

検出区域に存在する不透明な物体によって、装置が放射する光の遮断を検出する

光電子発生器と受光器をもち、これによる検知機能をもつ装置。危険源に対しガード

を設定することが構造上難しい場合、ガードの開閉頻度が高い場合、またはガードを

設置するほどではないが人の進入を検知し危険源を安全に制御する必要がある場合

などに使用される。IEC 61496-1、-2に適合し、Type2 と Type4がある。 

     

図 6-11 ライトカーテン(光線式安全装置)事例 

 

ウ レーザースキャナ 

その装置の光電式投光器で発生する放射光が、設定された二次元検出区域に存在

する物体を照射して生じる拡散反射光を光電受光器が検知することによって物体を

検出する装置。 IEC 61496-1、-3に適合し、Type3 がある。 

 

      

図 6−12 レーザースキャナ事例 

 

産業用ロボット レーザースキャナ 

防御領域に設定 
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エ 圧力検知マットスイッチ 

人がマットを踏むことにより、マットに作用する圧力の変化を検知(抵抗値の変化

など)して、人体や物体の存在を検知する装置。 

 

図 6−13 圧力検知マットスイッチ事例 

 

オ イネーブルデバイス 

ガードで危険源を隔離して自動運転を行っている機械も、メンテナンスや段取り

替えなどインタロックを無効にした状態で、ガード内で作業を行う必要がある。この

ような危険区域で作業を行わなければならない場合に、機械の予期しない動作とい

う危険から回避するための安全装置。ロボットのティーチングペンダントや、グリッ

プスイッチなどの手持ちの操作機器に組み込まれて使用される。IMSでは 3ポジショ

ンイネーブルデバイスを使う必要がある。 

 

    

図 6−14 イネーブルデバイス事例 
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(4) 付加保護方策による保護 

ア 非常停止装置 

  機械設備における非常停止装置は、「発生している、または今にも発生しようと

している」緊急事態を回避するためにオペレータ意思で操作する装置であり、非常

停止押しボタンスイッチなどがある。ISO12100 ではリスクアセスメントの結果、必

要と判断された場合、必ず適用しなければならない付加保護方策のひとつ。IMSで

は非常停止装置の操作により、スパン・オブ・コントロールに伴う関連するゾーン

の装置や機械を停止させる。 

 

図 6-15 非常停止装置(非常停止押しボタンスイッチ)事例 

 

イ 捕捉された人の脱出及び救助のための方策 

オペレータが捕捉される危険源を生じる設備での脱出ルート及び避難場所の確保

など、ISO 12100 の要求事項に基づき、捕捉された人の脱出及び救助のための方

策を実施する必要がある。 

 

 

図 6-16 捕捉された人の脱出及び救助のための方策事例 
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第７章 IMS安全関連システムの妥当性確認 

 

７．１ 妥当性確認の概要 

妥当性確認とは、対象となる IMS の設計開発段階で、IMS の安全に関連する機能が、

安全要求仕様(目標)及び関連規格の要求事項を満足するかを立証する作業である。直接

参照対象となる規格は ISO 11161となるが、本規格で述べられている設計の妥当性確認

は次の通りである。 

1 反復プロセスの一部として、インテグレータは設計が要求事項に合致しているか

を決定しなければならない。 

2 要求事項が合致していない場合、インテグレータは以下を行わねばならない。 

 ・IMSレイアウト、機能性及び又は制限の修正 

 ・介入に関係したリスクを低減するために設備を交換あるいは修正 

 ・新しいアクセス通路及び手段の決定 

 ・介入が実行されなければならない方法を修正 

上記のように、妥当性確認はシステム統合にかかる設計過程を対象としており、シス

テムを構成する個別の機械及び機械内部の部品類は、それらのメーカにて規格適合に対

する妥当性確認がされていることを前提としている。ただし、インテグレータが購入す

るこれらの機械の設置や使用条件が正しいかどうかは、インテグレータ自身が妥当性の

判断をする必要がある。特に、IMS制御システムをインテグレータが設計する場合、購

入する機械や制御関連装置類を組み合わせ、あるいは機能の変更や追加などを施すこと

になり、IMSの安全関連システムに対する妥当性確認は必須となる。 

 なお、安全関連システムのハードウェア、ソフトウェアの妥当性確認、特に安全性能

(PL/SIL)についての妥当性確認については、ISO 13849-2、JIS B 9961 (IEC 62061)及

び JIS C 0508(IEC 61508)シリーズが参照される。ただし、本書では前章で述べたよう

に ISO 13849-1に基づく PLで評価される機器を用いる機能安全設計を対象としている

ため、主に ISO 13849-2の妥当性確認方法の概略について紹介する。SIL要求適合につ

いては「機能安全活用テキスト」第 6章を参照されたい。 
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７．２ 妥当性確認の手順 

ISO 13849-2による妥当性確認とは、安全関連システムが ISO 13849-1の要求に合致

していることを実証することであり、図 7-1に示すようなプロセスとなる。このプロセ

スは第 5章図 5-1における妥当性確認と PLの検証(安全機能検証)に該当し、分析もし

くは分析と試験の組み合わせから構成される。 

 

(1)妥当性確認原則 

妥当性確認は、安全関連システムの設計者と独立した人間(あるいは組織)が行うこ

とが望ましいとされる。この独立性は求められる安全性能により変わるが、独立した

人間は第三者試験を要求することを意味してはいない。また、障害への対処のため、

分析は早期に設計と並行して開始することが望ましい。 

 

 

 

図 7−1 ISO 13849-2による妥当性確認手順 

 

開始

設計検討

文書化

妥当性確認原則妥当性確認計画

分析

障害除外基準

障害リスト

試験分析は
十分か

試験は
完全か

障害時の安
全機能試験

設計変更妥当性確認文書

全安全妥
当性確認

終了

安全機能

PL：
カテゴリ、MTTFd、DC、CCF
系統的障害、ソフトウェア

環境要件

保全要件

技術仕様/使用上の情報

yes

yes

yes

no

no

no
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(2)妥当性確認計画 

妥当性確認計画には、指定された安全機能とその安全性能の妥当性確認を実施する

ための要件を全て記載する必要があり、また、妥当性確認を実施するために用いる手

段に関する情報も提供する必要がある。主な事項は以下の通り。 

• 仕様書 

• 使用環境条件 

• 基本的安全原則 

• 十分吟味された安全原則 

• 十分吟味された構成部品 

• 考慮すべき故障、故障除外 

• 適用する分析・試験 

なお、妥当性確認計画には妥当性確認文書も全て含まれる。 

 

(3)障害リスト 

試験手順には、安全関連システムの障害時の挙動について考慮しなければならず、

そのために長年の経験及び実績に基づく一般及び特定の障害リストが用意されている

(ISO 13849-2の付属書 A.5、B.5、C.5、D.5)。また、許容できる障害除外リストも記

載されているが、これらは恒久的な故障のみ考慮されている。なお、障害の除外は全

て十分な根拠に基づかねばならない。 

 

(4)文書化 

妥当性確認のための情報として、主に次のような内容を文書として準備する。 

• 安全機能・安全性能の仕様 

• 図面類(機械、配線、技術データ等) 

• 回路図(接続部含む) 

• 回路の機能説明 

• 安全関連の信号(タイミングチャート) 

• 既に妥当性確認された構成部品の必要情報の記述 

• 部品表(定格、故障率等を含む) 

• 安全性能に固有の情報(PL情報等) 

• ソフトウェア関係の情報(ソフトウェアが使用されている場合) 

なお、文書は、完全で内容的に矛盾なく、論理的に構成され、理解しやすく、検証

可能なものでなければならない。 

 

(5)分析 

安全機能に要求される特質の全てを実際に備えていることを示すため、次の情報を
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証拠として提供する。 

• 機械に関連して特定された危険源 

• 信頼性 

• システム構成 

• システムの挙動に影響を与える定量化不可能で、定性的な側面 

• 決定論的根拠 (定性的な状況による、製造者の品質、故障率、使用経験など) 

また、分析手法として演繹的なトップダウン方法(例えば FTA)、帰納的なボトムア

ップ方法(例えば FMEA)がある。 

 

(6)試験 

分析による妥当性確認が不十分な場合、規定した安全機能及び安全性能の達成度を

実証するため、試験は論理的に計画し、実施されねばならない。試験実施前に作成す

べき試験計画は以下を含む。 

• 試験仕様 

• 期待される試験結果 

• 試験順序 

また、追跡可能な方法で文書化する必要があり、試験記録は以下を含む。 

• 試験者の名前 

• 試験環境条件 

• 試験手順と使用機器 

• 試験結果 

 

(7)安全機能の検証 

実装された安全機能が、仕様書で要求される特性及び性能基準と完全に一致してい

ることを検証する。そのため、安全関連出力が正しく、かつ仕様に従い論理的に入力

によって決定されることを証明しなければならない。このプロセスは、全ての通常及

び予見可能な非定常状態をカバーすることが望ましく、規定された安全機能は全ての

操作モードで妥当性を確認しなければならない。 

 安全関連システムの PLの検証については、前章で説明済みであるが、以下の項目が

実施される。 

• カテゴリの検証 

• MTTFd値の検証 

• DC値の検証 

• 共通原因故障/CCF対策の検証 

• 決定論的原因障害対策の検証 

なお、機能的要求事項が満たされたかを確認するために、一般的には次のような部
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分試験が実施される。 

• 機能テスト(冗長システムの各チャンネル) 

• 拡張機能テストによる、通常とは異なる、予期しない、あるいは仕様書に記載

されていない入力信号、操作手順における安全関連部の挙動に関するテスト 

• ブラックボックステスト 

• 性能テスト(機能的側面) 

 

(8)環境要求の妥当性確認 

安全関連システムの性能は、制御システムの環境条件に対して妥当性を確認しなけ

ればならない。この妥当性確認は分析及び試験(必要な場合)により、以下の項目を対

象とする。 

• 衝撃、振動、不純物の進入に対する予期できる機械的ストレス 

• 機械的耐久性 

• 電気定格及び電力供給 

• 気候条件(温度及び湿度) 

• 電磁両立性(イミュニティ) 

 

(9)妥当性確認文書 

 検証と妥当性確認のプロセスを全て実行後、妥当性確認文書を発行する。この文書

には、ハードウェアとソフトウェアの両方について、追跡可能な形で実行された分析

と試験に関する情報の全てが含まれる。他の資料が追跡可能、かつ特定可能である場

合には、それらを相互参照することが認められている。 

 

７．３ 文書化とファイル構成例 

(1)機械の技術ファイルと IMSの技術ファイル構成イメージ 

図 7-2 は、単体機械の技術ファイルの構成イメージと、IMS としての技術ファイル

の構成イメージである。主な内容としては、単体機械の技術ファイルに加え、IMS と

して準備した機能の技術情報を加えることとなる。単体機械の技術ファイルが開示で

きない(されない)場合においては、単体機械が規格適合していることを証明する書類

(第三者による証明書、レポート、自己宣言書)とそれらに付随するマニュアルなどで

代用することは可能であると考えられる。 

妥当性評価あるいは確認は、平たく言えば、機械機能が設計意図どおりであること

の評価及び確認である。ここでは安全に関する部分の妥当性に関してのみ論じるが、

機械の機能性においても同じ事が必要であり、ユーザが欲しがる仕様どおりであるか

あるいは機械メーカが提示する仕様どおりであるかどうかということの証明と確認で
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ある。安全においては、その多くは設計意図との一致と各要求事項を満たしているか

どうかということになる。これは、実現した機械システムが、偶然そのようになった

のではなく、意図した活動の結果そのようになっていると表明することとなる。これ

は、安全制御機能をそれぞれ作動させる機能試験や、ISO 13855による設置位置計算

を満たすことや、リスクアセスメントにより決定したリスク低減の実施や、リスクレ

ベル(要求パフォーマンスレベル)に基づく制御回路設計など、関連する標準類を満た

した設計である。また、協働ロボットの力などの制限に対しては、実際に挟まれなど

の状況を再現して、その際の力あるいはエネルギーが、ISO TR 15066(JIS TS B0033)

で定められた人体部位ごとの限度値を超えないことを確認したりする。 

この表明は、CEマーキングなどで準備する技術ファイルの一部として試験データや

PL計算書などにより実施する。 

 

 

図 7-2 単体機械と IMSの技術ファイルイメージ 
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 (2)IMSの技術ファイル例 

図 7-3 は、IMS の技術ファイルの中身として必要なものをより具体的に例示しよう

としたものである。IMSの一部として採用する機械は全て規格適合しているものとし、

それらの設置条件はメーカ及び関連する技術標準に従うようにする。IMS として追加

する機械機能、制御機能、ガード、安全機能、アクセス手段、人間工学原則の遵守な

どが、機械の使用方法と相容れるものであるのはもちろんのこと、それらにより機械

の持つリスクレベルを増大する事や機械のもつ安全機能を損なう事がないようにする

必要がある。あるいは、それらに対しては IMSとして新たに安全戦略をたて、それに

従ったリスク低減を実施していく必要がある。 

ここまでに紹介してきた、機械のレイアウト図、ゾーン割り付け情報、作業者とゾ

ーンの関わり、機械と人のゾーンまたぎ、安全機能マトリックス、各モードでの安全

機能マトッリクス、作業ゾーン、ゾーンまたぎと制御範囲の関係性などの分析は IMS

のリスクアセスメント文書の一部となる非常に重要な文書類となる。またこれらの文

書類は、妥当性評価/確認においても活用できるものとなる。 

妥当性評価/確認の多くは技術文書のレビューによりなされるが、制御範囲の正し

さに関しては、実機でそれぞれの安全機器を作動させてどこで停止したか、意図した

コンタクタ等で遮断されているのか、などを実際にテストして確認することがよく行

われる。このときも、視覚的に分かりやすいように機械図面上で表したそれぞれの制

御範囲の文書と電気図面あるいは制御回路図面があることで、確認もしくは実証が効

率的に行えるようになる。 

 

図 7-3 IMSの技術ファイルの例 



 - 94 - 

 

第８章 使用上の情報 

 

 
８．１ 取扱説明書への記載事項 

 
インテグレータが IMSの取扱説明書を作成する際は、以下の内容を漏れなく記述しな

ければならない。そして、必要な情報を入手し、それらを取扱指示書に盛り込むことが

必要である。またこれらに限らず、リスクアセスメントの結果、使用上の情報として、

使用者への提供が必要な情報を漏れなく記述する。 

 
（1） IMSの機能性 

  IMSの安全に関わる事項について、間接的に安全に関わる内容も含めて記述する。

記述例として以下のことが挙げられる。 

- 生産率（作業と生産効率を考慮する） 

- IMSのレベル（自動化などの技術や生産工程など） 

- 運転モード（手動、自動などをゾーン別、または IMS全体） 

- 構成する機械、複数の IMSの構成要件 

- 制御機能（安全関連システムを含む） 

- 制御領域（Spans of control） 

- 検査要件 
 

（2） IMSの意図した使用と使用制限の記述 
 

ア 下記ついての記述や図表 
 

- IMSのレイアウト 

- 設備の位置と配置 

- タスク区域、及び関連した残留リスク 

- 種々の制御安全機能及び保護装置の制御の範囲（例えば，保護装置のリセッ

ト，イネーブルデバイス，非常停止，制御ステーション，切離し手段） 

- 保護装置に対して設置された安全距離と停止時間の詳細 

- 作業タスクとタスクを行うための区域、位置及び経路 

- 保護方策 

- ユーティリティ 

- 材料の流れ 

 

例として非常停止押しボタンスイッチの作動範囲を示す図表を図 8-1に示す。 
 

イ  種々の構成機械と関連装置に関する文書 
  例えば、ロボット、ライトカーテンの取扱説明書 

 

ウ  構成する機械に元からあった保護方策の修正 
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図 8-1 非常停止押しボタンスイッチの有効範囲 
 

 

８．２ マーキング 

 マーキングは、記述された内容が目視でき、かつ読みやすく、その IMSで予期され

る寿命を通じて恒久的に判読可能であることが必要である。マーキングの内容は、JIS 

B 9700の 6.4.4項に従う。具体例として、以下のような事項が少なくとも必要とな

る。しかし、これらに限定せず、リスクアセスメントの結果、必要となった事項も記

述し、場合によっては絵文字を用いる。 

 

- 製造者の商号及び所在地、（該当する場合）公認の代理者 

- IMS名称 

- シリーズ又は型式の名称（該当する場合） 

- 製造番号（あれば） 

- 製造年（製造工程が完了した年） 

- 潜在的に爆発しやすい雰囲気で使用するために設計製作された IMSには、そ
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れに応じた表示 

- 安全に使用するための警告、注意情報 

 

  例：保護具着用の必要性、必要な保護具の種類・性能、定期点検個所 

 

絵文字、記号及び色彩は、JIS B 6012-2、ISO 7000を参照する。 

 

 

 

【参照文献】 

 

[1] ISO 11161:2007“Safety of machinery－Integrated manufacturing systems－

Basic requirements” 

[2] JIS B 9700:2013“機械類の安全性－設計のための一般原則－リスクアセスメント

及びリスク低減” 

[3] ISO 12100:2010“Safety of machinery－General principles for design－Risk 

assessment and risk reduction” 
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第９章 演習 

９．１ 演習―機能安全設計検証 

本書で説明した統合生産システム(IMS)における代表的な保護方策を事例に、機能安全の

設計の妥当性検証について演習を行う。 

演習１：可動ガードのインタロック保護方策の機能安全設計の妥当性検証１ 

 

 

（「安全 PLC を用いた機械・設備の安全回路事例集」 

（（一社）日本電機工業会 PLC 技術専門委員会、2011 年 5 月発行）から引用） 

図 9-1 可動ガードのインタロックによる保護方策事例１ 

 

図 9-1の事例は、第 4章の IMSにおける可動ガードのインタロックと類似の事例を示し

た。以下の設問に対して演習を行い設計の妥当性を評価し検証を行う。 

 

.

1
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【演習１−１】 

以下の条件で要求パフォーマンスレベル（PLr）を見積もる。 

⚫ 安全機能は、ガード開でリミットスイッチが切れ、コンタクタ Q1の励磁電流を遮

断し、モータの動力を停止（STO）させる。 

⚫ ガード内部のロボット等の機械設備で発生する危害は重大なものである。 

⚫ 通常ガードを開けて設備内に入る頻度は、20分に１回で１回の作業時間は１分程度

である。 

⚫ ガード内で危険事象が発生した場合の回避の可能性はないと考える。 

 

【演習１−2】 

安全関連システムの機能ブロック図とカテゴリを示し、次にリミットスイッチ B1と

コンタクタ Q1の MTTFDと機能安全維持のための推奨交換周期を求め,最後に安全関連シ

ステムとして全体の MTTFDを示す。 

 リミットスイッチ B1の B10は、B10＝100,000回とする。コンタクタ Q1の B10は、B10＝

50,000回とする。 

また、この設備は、30年間使用され、1日の作業時間は 20時間、年間作業日数は 300

日、(ガードの開閉頻度は 20分に１回)とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PLr＝ 

 

B1の MTTFD＝ 

B1の推奨交換周期＝ 

 

 

機能ブロック図 

 

 

安全関連システムのカテゴリ＝ 

 



 - 99 - 

 

 

 

 

 

 

【演習１−3】 

【演習１−1】、【演習 1-2】の結果から ISO 13849-1表 K.1を使用して本安全関連システ

ムの PLを求め、機能安全設計の妥当性の検証と理由を示す。 

 

 

 

 

 

 

  

Q1の MTTFD＝ 

Q1の推奨交換周期＝ 

安全関連システム全体の MTTFD＝ 

 

安全関連システムの PL＝ 

機能安全設計の妥当性の検証： 
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演習２：方策の機能安全設計の妥当性検証２ 

演習１と同等の PLr が要求される機械設備に図 9-2 システムの安全関連部の設計と

して採用した。以下の設問に対して演習を行い設計の妥当性を評価し検証を行う。 

 

図 9-2ガードのインタロックによる保護方策事例 2 

【演習 2-1】 

  安全関連システムの機能ブロック図とカテゴリを示し、次にサブシステムとしての

リミットスイッチ B1・B2 の入力部とリンクドコンタクト構成のコンタクタ Q1・Q2の出

力部の MTTFDと機能安全維持のための推奨交換周期を求める。  

 図 9-2に示した方策は、リミットスイッチ B1・B2の B10は、B10＝100,000 回、コンタク

タ Q1・Q2の B10は、B10＝50,000回とする。安全 PLC（K1）は、E/E/PEとして SIL3(PFH=2.03x10-

8/h)の情報をメーカより入手している。 

また、この設備は、30 年間使用され、1日の作業時間は 20時間、年間作業日数は 300日、

ガードの開閉頻度は 20分に１回とする。 

 

 

 

 

 

 

 

ガード 開

安全Ｐ Ｌ Ｃ :K1

I -1.0 I -1.1 I -1.2 I -1.3

Q -1.0 Q -1.1

Q1Q2

Q1 Q2
B1

B2

イ ンタ ロッ ク 付

可動ガード
Q1

Q2

動⼒電源

機械駆動
モータ

ガード 閉

B1： 位置スイ ッ チ（ 直接回路動作機構）
B2： 位置スイ ッ チ
Q1： 機械駆動電源供給コ ンタ ク タ 1
Q2： 機械駆動電源供給コ ンタ ク タ 2

機能ブロック図 

 

 

安全関連システムカテゴリ＝ 
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【演習 2-2】 

安全関連システムの入力部は、出力部のそれぞれの診断範囲は、ISO 13849 -2より

99％とした時の入力部と出力部の合成 MTTFDと平均診断範囲を求める。 

 

 

 

 

【演習 2-3】 

共通原因故障に対する考慮は、満足しているとした時、【演習 2-2】の結果より 

安全関連システムの入力部・出力部全体の PFHDを ISO 13849-1の表 K.1 より求める。

次に安全 PLC(K1)の PFHも考慮してシステム全体の PHFDとパフォーマンスレベルを求

め、機能安全設計の妥当性の検証と理由を示す。 

 

 

 

 

 

 

  

入力部の MTTFD＝ 

B1・B2の推奨交換周期＝ 

 

出力部の MTTFD＝ 

Q1・Q2の推奨交換周期＝ 

 

入力部と出力部の全体の MTTFD＝  

入力部と出力部の全体の平均診断範囲＝ 

入力部と出力部の全体の PFHD＝ 

安全関連システム全体の PFHD＝ 

安全関連システム全体の PL= 

機能安全設計の妥当性の検証：  
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演習３：ライトカーテンによる保護方策の機能安全設計の妥当性検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9-3 ライトカーテンの設置とプレス機械のライトカーテンによる 

保護方策事例 

 

図 9-3 は、手で材料の供給を行うプレス機械に対する保護装置としてライトカーテン

を適用した事例である。ライトカーテンは、type-4のライトカーテンで OSSD1/OSSD2 の

安全出力信号を持ち、安全 PLCは、プレス制御に関する SIL3 の安全機能を有した PLCで

ある。また、ダブルバルプ（V1、V2）は、バルブのスプールを直接監視できるモニタ（VF1、

VF2）を有している。 

生産作業は、10 秒に１回で生産材料を手でプレス内へ供給する。また、この設備は、

30年間使用され、1日の作業時間は 20時間、年間作業日数は 300日の作業を行う。表 9-

1には、各機器の安全仕様を示す。安全仕様を確認して以下の設問に対して演習を行い設

計の妥当性を評価し検証を行う。 

 

 

 

投

光

器

受

光

器

アンプ

安全Ｐ Ｌ Ｃ
Ｋ １

I -1.0 I -1.1

I -1.3

Q -1.0 Q -1.1

I -1.4

OSSD1 OSSD2

V1 V2

VF1

VF2

空気圧源空気圧供給

駆動部へ



 - 103 - 

 

【演習 3-1】 

このプレス機械の保護方策に使用しているライトカーテンの PLrを示す。 

 

 

 

 

【演習 3-2】 

このプレス機械の保護方策の安全関連システムの機能ブロックとカテゴリを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【演習 3-3】 

ダブルバルブの MTTFDと推奨交換周期を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 9-１ 安全機器の PL関連パラメータ 

安全機器 DCavg B10D[回] PFH[1/時間] SIL 

ライトカーテン 99% ― 1.50×10-８ 3 

安全ＰＬＣ 99% ― 6.44×10-9 3 

ダブルバルブ 99% 各 20,000,000   

PLr＝ 

 

機能ブロック図 

 

 

 

 

安全関連システムのカテゴリ＝ 

ダブルバルブの MTTFD＝ 

推奨交換周期＝ 
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【演習 3-4】 

共通原因故障に対する考慮は、満足しているとした時、【演習 3-1〜3】の結果より安

全関連制御システムの出力部全体の PFHDを ISO 13849-1の表 K.1 より求める。次に安

全 PLC(K1)の PFH も考慮してシステム全体の PHFDとパフォーマンスレベルを求め、機能

安全設計の妥当性の検証と理由を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出力部の全体の PFHD＝ 

安全関連システム全体の PFHD＝ 

安全関連システム全体の PL= 

機能安全設計の妥当性の検証： 
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演習４：レーザースキャナによる保護方策に対する機能安全設計の妥当性検証 

 

（「安全 PLC を用いた機械・設備の安全回路事例集」 

（（一社）日本電機工業会 PLC 技術専門委員会、2011 年 5 月発行）から引用） 

 

 

 

 

 

 

 

 図 9-4 レーザースキャナ設置とレーザースキャナによる保護方策事例 

 

図 9-4 は、ロボットの可動領域に人が侵入した場合の保護装置としてレーザースキャ

ナを適用した事例である。図 9-4のロボットのリスク低減方策として、以下の方策を採

用する。 

⚫ ロボットアームの可動範囲に対して保護停止できる範囲でレーザースキャナにより

作業者の進入を検知する。 

⚫ 速度制御範囲に作業者が入ると、ロボットは、停止カテゴリ１(IEC 60204-1)で保

護停止(SS1)する。 

⚫ このリスク低減方策は、ISO 13849-1 の図 A.1のリスクで見積もると S2/F1/P2 の

PLr=dが求められる。 

安全ＰＬＣ 

Ｋ１ 
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表 9-2 には、各機器の安全仕様を示す。安全仕様を確認して以下の設問に対して演習

を行い設計の妥当性を評価し検証を行う。 

 

 

【演習４-1】 

保護停止システム全体の PHFDとパフォーマンスレベルを求め、機能安全設計の妥当性

の検証と理由を示す。 

 

 

 

 

 

  

表 9-2 安全機器の PL関連パラメータ 

安全機器 DCavg PFH[1/時間] SIL 

レーザースキャナ 97% 1.03×10-7 2 

安全ＰＬＣ 99% 6.44×10-9 3 

ロボット:SS１ 92% 3.84x10-8 3 

安全関連システム全体の PFHD＝ 

安全関連システム全体の PL= 

機能安全設計の妥当性の検証： 
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演習５：非常停止装置による付加保護方策に対する機能安全設計の妥当性検証 

 

図 9-5 非常停止ボタンによるモータ動力遮断の付加保護方策事例 

 

図 9-5 は、非常停止ボタンで直接コンタクタ励磁回路遮断しモータ動力を遮断する回

路事例である。非常停止ボタンの平均操作頻度は、30 分毎に 1 回である。また、この設

備は、30年間使用され、1日の作業時間は 20時間、年間作業日数は 300日の作業を行う。

表 9-3には、各機器の B10仕様を示す。非常停止機能の制御システムの安全関連部として

の要求安全性能は、PLr=c である。B10 仕様を確認して以下の設問に対して演習を行い設

計の妥当性を評価し検証を行う。 

 

 

  

表 9-3 安全機器の PL関連パラメータ 

安全機器 B10[回] 

非常停止ボタン S1 500,000 

コンタクタ Q1 1,000,000 
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【演習 5-1】 

以下の設問に従って非常停止ボタン S1 とコンタクタ Q1 のそれぞれの MTTFDおよび制

御システム全体の MTTFDを求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【演習 5-2】 

制御システム全体の PLと機能安全設計の妥当性の検証と理由を示す。 

 

 

 

 

 

  

図 9-5の制御システムのカテゴリ＝   

機能ブロック図： 

 

 

安全機能（非常停止機能）の年間作動回数 nop= 

非常停止ボタン S1の B10D=  

コンタクタ Q1の B10D=  

非常停止ボタン S1の T10D(S1)=  

MTTFD(S1)= 

コンタクタ Q1の T10D(Q1)=2,000,000/12,000=166.6 年  

MTTFD(Q1)= T10D(Q1)/0.1=1666 年→100 年で制限 

安全関連制御システム全体の MTTFD=50年 

 

【演習 5-1】の結果：  

PL=,     PFHD＝ 

機能安全設計の妥当性の検証： 
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【演習に使用する参考資料】ISO 13849-1:2015 表 K.1 

 危険側故障の平均確率:PFHD（1/h）及び対応のパフォーマンスレベル PL 
各チャネルの

MTTFD（年） 

カテゴリ B  PL 

DCavg＝“なし” 

カテゴリ 1  PL 

DCavg＝“なし” 

カテゴリ 2  PL 

DCavg＝”低” 

カテゴリ 2  PL 

DCavg＝”中” 

カテゴリ 3  PL 

DCavg＝”低” 

カテゴリ 3  PL 

DCavg＝”中” 

カテゴリ 4  PL 

DCavg＝”高” 

3 3.80×10－5   a  2.58×10－5   a 1.99×10－5   a 1.26×10－5   a 6.09×10－6   b  

3.3 3.46×10－5   a  2.33×10－5   a 1.79×10－5   a 1.13×10－5   a 5.41×10－6   b  

3.6 3.17×10－5   a  2.13×10－5   a 1.62×10－5   a 1.03×10－5   a 4.86×10－6   b  

3.9 2.93×10－5   a  1.95×10－5   a 1.48×10－5   a 9.37×10－6   b 4.40×10－6   b  

4.3 2.65×10－5   a  1.76×10－5   a 1.33×10－5   a 8.39×10－6   b 3.89×10－6   b  

4.7 2.43×10－5   a  1.60×10－5   a 1.20×10－5   a 7.58×10－6   b 3.48×10－6   b  

5.1 2.24×10－5   a  1.47×10－5   a 1.10×10－5   a 6.91×10－6   b 3.15×10－6   b  

5.6 2.04×10－5   a  1.33×10－5   a 9.87×10－6   b 6.21×10－6   b 2.80×10－6   c  

6.2 1.84×10－5   a  1.19×10－5   a 8.80×10－6   b 5.53×10－6   b 2.47×10－6   c  

6.8 1.68×10－5   a  1.08×10－5   a 7.93×10－6   b 4.98×10－6   b 2.20×10－6   c  

7.5 1.52×10－5   a  9.75×10－6   b 7.10×10－6   b 4.45×10－6   b 1.95×10－6   c  

8.2 1.39×10－5   a  8.87×10－6   b 6.43×10－6   b 4.02×10－6   b 1.74×10－6   c  

9.1 1.25×10－5   a  7.94×10－6   b 5.71×10－6   b 3.57×10－6   b 1.53×10－6   c  

10 1.14×10－5   a  7.18×10－6   b 5.14×10－6   b 3.21×10－6   b 1.36×10－6   c  

11 1.04×10－5   a  6.44×10－6   b 4.53×10－6   b 2.81×10－6   c 1.18×10－6   c  

12 9.51×10－6   b  5.84×10－6   b 4.04×10－6   b 2.49×10－6   c 1.04×10－6   c  

13 8.78×10－6   b  5.33×10－6   b 3.64×10－6   b 2.23×10－6   c 9.21×10－7   d  

15 7.61×10－6   b  4.53×10－6   b 3.01×10－6   b 1.82×10－6   c 7.44×10－7   d  

16 7.13×10－6   b  4.21×10－6   b 2.77×10－6   c 1.67×10－6   c 6.76×10－7   d  

18 6.34×10－6   b  3.68×10－6   b 2.37×10－6   c 1.41×10－6   c 5.67×10－7   d  

20 5.71×10－6   b  3.26×10－6   b 2.06×10－6   c 1.22×10－6   c 4.85×10－7   d  

22 5.19×10－6   b  2.93×10－6   c 1.82×10－6   c 1.07×10－6   c 4.21×10－7   d  

24 4.76×10－6   b  2.65×10－6   c 1.62×10－6   c 9.47×10－7   d 3.70×10－7   d  

27 4.23×10－6   b  2.32×10－6   c 1.39×10－6   c 8.04×10－7   d 3.10×10－7   d  

30  3.80×10－6   b 2.06×10－6   c 1.21×10－6   c 6.94×10－7   d 2.65×10－7   d 9.54×10－8   e 

33  3.46×10－6   b 1.85×10－6   c 1.06×10－6   c 5.94×10－7   d 2.30×10－7   d 8.57×10－8   e 

36  3.17×10－6   b 1.67×10－6   c 9.39×10－7   d 5.16×10－7   d 2.01×10－7   d 7.77×10－8   e 

39  2.93×10－6   c 1.53×10－6   c 8.40×10－7   d 4.53×10－7   d 1.78×10－7   d 7.11×10－8   e 

43  2.65×10－6   c 1.37×10－6   c 7.34×10－7   d 3.87×10－7   d 1.54×10－7   d 6.37×10－8   e 

47  2.43×10－6   c 1.24×10－6   c 6.49×10－7   d 3.35×10－7   d 1.34×10－7   d 5.76×10－8   e 

51  2.24×10－6   c 1.13×10－6   c 5.80×10－7   d 2.93×10－7   d 1.19×10－7   d 5.26×10－8   e 

56  2.04×10－6   c 1.02×10－6   c 5.10×10－7   d 2.52×10－7   d 1.03×10－7   d 4.73×10－8   e 

62  1.84×10－6   c 9.06×10－7   d 4.43×10－7   d 2.13×10－7   d 8.84×10－8   e 4.22×10－8   e 

68  1.68×10－6   c 8.17×10－7   d 3.90×10－7   d 1.84×10－7   d 7.68×10－8   e 3.80×10－8   e 

75  1.52×10－6   c 7.31×10－7   d 3.40×10－7   d 1.57×10－7   d 6.62×10－8   e 3.41×10－8   e 

82  1.39×10－6   c 6.61×10－7   d 3.01×10－7   d 1.35×10－7   d 5.79×10－8   e 3.08×10－8   e 

91  1.25×10－6   c 5.88×10－7   d 2.61×10－7   d 1.14×10－7   d 4.94×10－8   e 2.74×10－8   e 

100  1.14×10－6   c 5.28×10－7   d 2.29×10－7   d 1.01×10－7   d 4.29×10－8   e 2.47×10－8   e 

110       2.23 × 10−8   e 

120       2,03 × 10−8   e 

130       1,87 × 10−8   e 

150       1,61 × 10−8   e 

160       1,50 × 10−8   e 

180       1,33 × 10−8   e 

以下、カテゴリ４の 2500 年までの「PFHD・PL」テーブルは省略 
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演習解答例 
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演習１解答： 

可動ガードのインタロック保護方策の機能安全設計の妥当性検証１ 

 

 

（「安全 PLC を用いた機械・設備の安全回路事例集」（（一社）日本電機工業会 PLC 技術専門委員会、2011 年 5 月発行）から引用） 

図 9-1 可動ガードのインタロックによる保護方策事例１ 

 

図 9-1の事例は、第 4章の IMSにおける可動ガードのインタロックと類似の事例

を示した。以下の設問に対して演習を行い設計の妥当性を評価し検証を 

 

【演習 1-1】 

以下の条件で要求パフォーマンスレベル（PLr）を見積もる。 

⚫ 安全機能は、ガード開でリミットスイッチが切れ、コンタクタ Q1の励磁電流

を遮断し、モータの動力を停止（STO）させる。 

⚫ ガード内部のロボット等の機械設備で発生する危害は重大なものである。 

.

1
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⚫ 通常ガードを開けて設備内に入る頻度は、20分に１回で１回の作業時間は１

分程度である。 

⚫ ガード内で危険事象が発生した場合の回避の可能性はないと考える。 

【演習 1-2】 

安全関連システムの機能ブロック図とカテゴリを示し、次にリミットスイッチ

B1 とコンタクタ Q1の MTTFDと機能安全維持のための推奨交換周期を求め, 

最後に安全関連システムとして全体の MTTFDを示す。 

 リミットスイッチ B1の B10は、B10＝100,000回とする。コンタクタ Q1の B10

は、B10＝50,000 回とする。 

また、この設備は、30年間使用され、1日の作業時間は 20時間、年間作業日数は

300日、(ガードの開閉頻度は 20分に１回)とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PLr＝d 

（S2・F1・P2） 

B1 の MTTFD＝200,000/(18,000x0.1)=111 年 

B1 の推奨交換周期＝11年 

年間のガード（安全機能）作動回数 nop=20x300x60/20=18,000 回 

B10D=100,000x2=200,000  T10D=200,000/18,000=11.1 年 

Q1の MTTFD＝1,000,000/(18,000x0.1)=55 年 

Q1の推奨交換周期＝5年 

B10D=50,000x2=100,000  T10D=100,000/18,000=5.6年 

機能ブロック図 

 

 

安全関連システムのカテゴリ＝１ 

 

B1 Q1 

安全関連システム全体の MTTFD＝55x111/(55+111)=37年 

1/ MTTFD=1/55+1/111=(55+111)/(55x111) 
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【演習 1-3】 

【演習 1-1】、【演習 1-2】の結果から ISO 13849-1表 K.1を使用して本安全関連シ

ステムの PLを求め、機能安全設計の妥当性の検証と理由を示す。 

 

 

 

 

 

 

【演習に使用する参考資料】ISO 13849-1:2015 表 K.1 

 危険側故障の平均確率:PFHD（1/h）及び対応のパフォーマンスレベル PL 

各チャネルの

MTTFD（年） 

カテゴリ B  PL 

DCavg＝“なし” 

カテゴリ 1  PL 

DCavg＝“なし” 

カテゴリ 2  PL 

DCavg＝”低” 

カテゴリ 2  PL 

DCavg＝”中” 

カテゴリ 3  PL 

DCavg＝”低” 

カテゴリ 3  PL 

DCavg＝”中” 

カテゴリ 4  PL 

DCavg＝”高” 

3 3.80×10－5   a  2.58×10－5   a 1.99×10－5   a 1.26×10－5   a 6.09×10－6   b  

3.3 3.46×10－5   a  2.33×10－5   a 1.79×10－5   a 1.13×10－5   a 5.41×10－6   b  

3.6 3.17×10－5   a  2.13×10－5   a 1.62×10－5   a 1.03×10－5   a 4.86×10－6   b  

3.9 2.93×10－5   a  1.95×10－5   a 1.48×10－5   a 9.37×10－6   b 4.40×10－6   b  

4.3 2.65×10－5   a  1.76×10－5   a 1.33×10－5   a 8.39×10－6   b 3.89×10－6   b  

4.7 2.43×10－5   a  1.60×10－5   a 1.20×10－5   a 7.58×10－6   b 3.48×10－6   b  

5.1 2.24×10－5   a  1.47×10－5   a 1.10×10－5   a 6.91×10－6   b 3.15×10－6   b  

5.6 2.04×10－5   a  1.33×10－5   a 9.87×10－6   b 6.21×10－6   b 2.80×10－6   c  

6.2 1.84×10－5   a  1.19×10－5   a 8.80×10－6   b 5.53×10－6   b 2.47×10－6   c  

6.8 1.68×10－5   a  1.08×10－5   a 7.93×10－6   b 4.98×10－6   b 2.20×10－6   c  

7.5 1.52×10－5   a  9.75×10－6   b 7.10×10－6   b 4.45×10－6   b 1.95×10－6   c  

8.2 1.39×10－5   a  8.87×10－6   b 6.43×10－6   b 4.02×10－6   b 1.74×10－6   c  

9.1 1.25×10－5   a  7.94×10－6   b 5.71×10－6   b 3.57×10－6   b 1.53×10－6   c  

10 1.14×10－5   a  7.18×10－6   b 5.14×10－6   b 3.21×10－6   b 1.36×10－6   c  

11 1.04×10－5   a  6.44×10－6   b 4.53×10－6   b 2.81×10－6   c 1.18×10－6   c  

12 9.51×10－6   b  5.84×10－6   b 4.04×10－6   b 2.49×10－6   c 1.04×10－6   c  

13 8.78×10－6   b  5.33×10－6   b 3.64×10－6   b 2.23×10－6   c 9.21×10－7   d  

15 7.61×10－6   b  4.53×10－6   b 3.01×10－6   b 1.82×10－6   c 7.44×10－7   d  

16 7.13×10－6   b  4.21×10－6   b 2.77×10－6   c 1.67×10－6   c 6.76×10－7   d  

18 6.34×10－6   b  3.68×10－6   b 2.37×10－6   c 1.41×10－6   c 5.67×10－7   d  

20 5.71×10－6   b  3.26×10－6   b 2.06×10－6   c 1.22×10－6   c 4.85×10－7   d  

22 5.19×10－6   b  2.93×10－6   c 1.82×10－6   c 1.07×10－6   c 4.21×10－7   d  

24 4.76×10－6   b  2.65×10－6   c 1.62×10－6   c 9.47×10－7   d 3.70×10－7   d  

27 4.23×10－6   b  2.32×10－6   c 1.39×10－6   c 8.04×10－7   d 3.10×10－7   d  

30  3.80×10－6   b 2.06×10－6   c 1.21×10－6   c 6.94×10－7   d 2.65×10－7   d 9.54×10－8   e 

33  3.46×10－6   b 1.85×10－6   c 1.06×10－6   c 5.94×10－7   d 2.30×10－7   d 8.57×10－8   e 

36  3.17×10－6   b 1.67×10－6   c 9.39×10－7   d 5.16×10－7   d 2.01×10－7   d 7.77×10－8   e 

39  2.93×10－6   c 1.53×10－6   c 8.40×10－7   d 4.53×10－7   d 1.78×10－7   d 7.11×10－8   e 

43  2.65×10－6   c 1.37×10－6   c 7.34×10－7   d 3.87×10－7   d 1.54×10－7   d 6.37×10－8   e 

47  2.43×10－6   c 1.24×10－6   c 6.49×10－7   d 3.35×10－7   d 1.34×10－7   d 5.76×10－8   e 

以下、MTTFD=47 年を超える「PFHD・PL」テーブルは省略 

安全関連システムの PL＝ｂ 

機能安全設計の妥当性の検証： 

PLr=d > PL=b より PLrを満足していない。 

【補足】カテゴリ B・1は、機器単体の性能評価であり、DCavg、CCFの考慮外 

表 K.1内に MTTFD値がない場合は、表内の小さい方の値を選択する。（37年⇒36年） 
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演習２解答： 

方策の機能安全設計の妥当性検証２ 

演習１と同等の PLr が要求される機械設備に図 9-2 システムの安全関連部の設

計として採用した。以下の設問に対して演習を行い設計の妥当性を評価し検証を

行う。 

 

図 9-2ガードのインタロックによる保護方策事例 2 

【演習 2-1】 

安全関連システムの機能ブロック図とカテゴリを示し、次にサブシステムとし

てのリミットスイッチ B1・B2の入力部とリンクドコンタクト構成のコンタクタ

Q1・Q2の出力部の MTTFDと機能安全維持のための推奨交換周期を求める。  

 図 9-2に示した方策は、リミットスイッチ B1・B2の B10は、B10＝100,000 回、コ

ンタクタ Q1・Q2の B10は、B10＝50,000 回とする。安全 PLC（K1）は、E/E/PE として

SIL3(PFH=2.03x10-8/h)の情報をメーカより入手している。 

また、この設備は、30 年間使用され、1 日の作業時間は 20 時間、年間作業日数は

300日、ガードの開閉頻度は 20分に１回とする。 

 

 

 

 

 

ガード 開

安全Ｐ Ｌ Ｃ :K1

I -1.0 I -1.1 I -1.2 I -1.3

Q -1.0 Q -1.1

Q1Q2

Q1 Q2
B1

B2

イ ンタ ロッ ク 付

可動ガード
Q1

Q2

動⼒電源

機械駆動
モータ

ガード 閉

B1： 位置スイ ッ チ（ 直接回路動作機構）
B2： 位置スイ ッ チ
Q1： 機械駆動電源供給コ ンタ ク タ 1
Q2： 機械駆動電源供給コ ンタ ク タ 2

機能ブロック図 

 

安全関連システムカテゴリ＝3以上（カテゴリ 3または 4：DCの評価による） 

B1

B2

Q1

Q2

K1



付録 6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【演習 2-2】 

安全関連システムの入力部は、出力部のそれぞれの診断範囲は、ISO 13849 -2

より 99％とした時の入力部と出力部の合成 MTTFDと平均診断範囲を求める。 

 

 

 

【演習 2-3】 

共通原因故障に対する考慮は、満足しているとした時、【演習 2-2】の結果より

安全関連システムの入力部・出力部全体の PFHDを ISO 13849-1の表 K.1 より求め

る。次に安全 PLC(K1)の PFHも考慮してシステム全体の PHFDとパフォーマンスレ

ベルを求め、機能安全設計の妥当性の検証と理由を示す。 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

入力部・出力部それぞれをサブシステムとして個別に ISO 13849-1表 K.1 から PFHD

を選択、合算した場合もほぼ同じ結果して算出される。 

 入力部 MTTFD=111 年、 DCavg=99% → PFHD=約 2.23x10-8/h 

 出力部 MTTFD=55 年、 DCavg=99% → PFHD=約 4.73x10-8/h 

 安全 PLC(K1): PFH=2.03x10-8/h 

  全体の PFHD=約(2.23+4.73+2.03) x10-8/h=約 8.99x10-8/h=PLe 

入力部の MTTFD＝2/3x(111+111-1/(1/111+1/111))=111 年 

B1・B2の推奨交換周期＝11年 

年間のガード（安全機能）作動回数 Nop=20x300x60/20=18,000 回 

B10D=100,000x2=200,000 T10D=200,000/18,000=11 年 MTTFD＝111 年 

出力部の MTTFD＝55年 

Q1・Q2 の推奨交換周期＝5年 

Q10D=50,000x2=100,000  T10D=100,000/18,000=5.5年 

入力部と出力部の全体の MTTFD＝55x111/(55+111)=36.8 年 

入力部と出力部の全体の平均診断範囲＝99％ 

入力部と出力部の全体の PFHD＝約 7.11x10-8/h 

安全関連システム全体の PFHD＝約 7.11x10-8 +2.03x10-8＝9.13 x10-8/h=PLe 

安全関連システム全体の PL=e 

機能安全設計の妥当性の検証：PLr=d < PL=e より機能安全設計は、PLr を満

足する。 
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【演習に使用する参考資料】ISO 13849-1:2015表 K.1 

 危険側故障の平均確率:PFHD（1/h）及び対応のパフォーマンスレベル PL 

各チャネルの

MTTFD（年） 

カテゴリ B  PL 

DCavg＝“なし” 

カテゴリ 1  PL 

DCavg＝“なし” 

カテゴリ 2  PL 

DCavg＝”低” 

カテゴリ 2  PL 

DCavg＝”中” 

カテゴリ 3  PL 

DCavg＝”低” 

カテゴリ 3  PL 

DCavg＝”中” 

カテゴリ 4  PL 

DCavg＝”高” 

3 3.80×10－5   a  2.58×10－5   a 1.99×10－5   a 1.26×10－5   a 6.09×10－6   b  

3.3 3.46×10－5   a  2.33×10－5   a 1.79×10－5   a 1.13×10－5   a 5.41×10－6   b  

3.6 3.17×10－5   a  2.13×10－5   a 1.62×10－5   a 1.03×10－5   a 4.86×10－6   b  

3.9 2.93×10－5   a  1.95×10－5   a 1.48×10－5   a 9.37×10－6   b 4.40×10－6   b  

4.3 2.65×10－5   a  1.76×10－5   a 1.33×10－5   a 8.39×10－6   b 3.89×10－6   b  

4.7 2.43×10－5   a  1.60×10－5   a 1.20×10－5   a 7.58×10－6   b 3.48×10－6   b  

5.1 2.24×10－5   a  1.47×10－5   a 1.10×10－5   a 6.91×10－6   b 3.15×10－6   b  

5.6 2.04×10－5   a  1.33×10－5   a 9.87×10－6   b 6.21×10－6   b 2.80×10－6   c  

6.2 1.84×10－5   a  1.19×10－5   a 8.80×10－6   b 5.53×10－6   b 2.47×10－6   c  

6.8 1.68×10－5   a  1.08×10－5   a 7.93×10－6   b 4.98×10－6   b 2.20×10－6   c  

7.5 1.52×10－5   a  9.75×10－6   b 7.10×10－6   b 4.45×10－6   b 1.95×10－6   c  

8.2 1.39×10－5   a  8.87×10－6   b 6.43×10－6   b 4.02×10－6   b 1.74×10－6   c  

9.1 1.25×10－5   a  7.94×10－6   b 5.71×10－6   b 3.57×10－6   b 1.53×10－6   c  

10 1.14×10－5   a  7.18×10－6   b 5.14×10－6   b 3.21×10－6   b 1.36×10－6   c  

11 1.04×10－5   a  6.44×10－6   b 4.53×10－6   b 2.81×10－6   c 1.18×10－6   c  

12 9.51×10－6   b  5.84×10－6   b 4.04×10－6   b 2.49×10－6   c 1.04×10－6   c  

13 8.78×10－6   b  5.33×10－6   b 3.64×10－6   b 2.23×10－6   c 9.21×10－7   d  

15 7.61×10－6   b  4.53×10－6   b 3.01×10－6   b 1.82×10－6   c 7.44×10－7   d  

16 7.13×10－6   b  4.21×10－6   b 2.77×10－6   c 1.67×10－6   c 6.76×10－7   d  

18 6.34×10－6   b  3.68×10－6   b 2.37×10－6   c 1.41×10－6   c 5.67×10－7   d  

20 5.71×10－6   b  3.26×10－6   b 2.06×10－6   c 1.22×10－6   c 4.85×10－7   d  

22 5.19×10－6   b  2.93×10－6   c 1.82×10－6   c 1.07×10－6   c 4.21×10－7   d  

24 4.76×10－6   b  2.65×10－6   c 1.62×10－6   c 9.47×10－7   d 3.70×10－7   d  

27 4.23×10－6   b  2.32×10－6   c 1.39×10－6   c 8.04×10－7   d 3.10×10－7   d  

30  3.80×10－6   b 2.06×10－6   c 1.21×10－6   c 6.94×10－7   d 2.65×10－7   d 9.54×10－8   e 

33  3.46×10－6   b 1.85×10－6   c 1.06×10－6   c 5.94×10－7   d 2.30×10－7   d 8.57×10－8   e 

36  3.17×10－6   b 1.67×10－6   c 9.39×10－7   d 5.16×10－7   d 2.01×10－7   d 7.77×10－8   e 

39  2.93×10－6   c 1.53×10－6   c 8.40×10－7   d 4.53×10－7   d 1.78×10－7   d 7.11×10－8   e 

43  2.65×10－6   c 1.37×10－6   c 7.34×10－7   d 3.87×10－7   d 1.54×10－7   d 6.37×10－8   e 

47  2.43×10－6   c 1.24×10－6   c 6.49×10－7   d 3.35×10－7   d 1.34×10－7   d 5.76×10－8   e 

51  2.24×10－6   c 1.13×10－6   c 5.80×10－7   d 2.93×10－7   d 1.19×10－7   d 5.26×10－8   e 

56  2.04×10－6   c 1.02×10－6   c 5.10×10－7   d 2.52×10－7   d 1.03×10－7   d 4.73×10－8   e 

62  1.84×10－6   c 9.06×10－7   d 4.43×10－7   d 2.13×10－7   d 8.84×10－8   e 4.22×10－8   e 

68  1.68×10－6   c 8.17×10－7   d 3.90×10－7   d 1.84×10－7   d 7.68×10－8   e 3.80×10－8   e 

75  1.52×10－6   c 7.31×10－7   d 3.40×10－7   d 1.57×10－7   d 6.62×10－8   e 3.41×10－8   e 

82  1.39×10－6   c 6.61×10－7   d 3.01×10－7   d 1.35×10－7   d 5.79×10－8   e 3.08×10－8   e 

91  1.25×10－6   c 5.88×10－7   d 2.61×10－7   d 1.14×10－7   d 4.94×10－8   e 2.74×10－8   e 

100  1.14×10－6   c 5.28×10－7   d 2.29×10－7   d 1.01×10－7   d 4.29×10－8   e 2.47×10－8   e 

110       2.23 × 10−8   e 

120       2,03 × 10−8   e 

130       1,87 × 10−8   e 

150       1,61 × 10−8   e 

160       1,50 × 10−8   e 

180       1,33 × 10−8   e 

以下、カテゴリ４の 2500 年までの「PFHD・PL」テーブルは省略 
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演習３解答： 

ライトカーテンによる保護方策の機能安全設計の妥当性検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9-3 ライトカーテン設置・とプレス機械のライトカーテンによる 

保護方策事例 

 

図 9-3は、手で材料の供給を行うプレス機械に対する保護装置として光線式安全

装置を適用した事例である。ライトカーテンは、type-4 のライトカーテンで

OSSD1/OSSD2 の安全出力信号を持ち、安全 PLC は、プレス制御に関する SIL3 の安

全機能を有した PLCである。また、ダブルバルプ（V1、V2）は、バルブのスプール

を直接監視できるモニタ（VF1、VF2）を有している。 

生産作業は、10秒に１回で生産材料を手でプレス内へ供給する。また、この設備

は、30 年間使用され、1 日の作業時間は 20 時間、年間作業日数は 300 日の作業を

行う。表 9-1には、各機器の安全仕様を示す。安全仕様を確認して以下の設問に対

して演習を行い設計の妥当性を評価し検証を行う。 

投

光

器

受

光

器

アンプ

安全Ｐ Ｌ Ｃ
Ｋ １

I -1.0 I -1.1

I -1.3

Q -1.0 Q -1.1

I -1.4

OSSD1 OSSD2

V1 V2

VF1

VF2

空気圧源空気圧供給

駆動部へ
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【演習 3-1】 

このプレス機械の保護方策に使用している光線式安全装置の PLrを示す。 

 

 

 

 

【演習 3-2】 

このプレス機械の保護方策の安全関連システムの機能ブロックとカテゴリを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【演習 3-3】 

ダブルバルブの MTTFDと推奨交換周期を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

表 9-１ 安全機器の PL関連パラメータ 

安全機器 DCavg B10D[回] PFH[1/時間] SIL 

ライトカーテン 99% ― 1.50×10-８ 3 

安全ＰＬＣ 99% ― 6.44×10-9 3 

ダブルバルブ 99% 各 20,000,000   

PLr＝e 

（S2・F2・P2） 

機能ブロック図 

 

 

 

 

安全関連システムのカテゴリ＝3以上（カテゴリ 3または 4：DC の評価による） 

ダブルバルブの MTTFD＝92年 

推奨交換周期＝9 年 

年間の光線式安全装置（安全機能）の作動回数 nop=20x300x(60x6)=2,160,000 回 

各バルブの T10D=20,000,000/2,160,000=9.2 年   

MTTFD＝92年→同一性能の冗長化→MTTFD＝92年 

OSSD1 

OSSD2 V2 

V1 

K1 
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【演習 3-4】 

共通原因故障に対する考慮は、満足しているとした時、【演習 3-1〜3】の結果よ

り安全関連システムの出力部全体の PFHDを ISO 13849-1の表 K.1 より求める。次

に安全 PLC(K1)の PFHも考慮してシステム全体の PHFDとパフォーマンスレベルを

求め、機能安全設計の妥当性の検証と理由を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出力部の全体の PFHD＝約 2.74x10-8/h 

安全関連システム全体の PFHD＝1.50x10-8 +6.44x10-9+約 2.744x10-8＝4.9 x10-8/h 

安全関連システム全体の PL=e 

機能安全設計の妥当性の検証： 

(PLr=e) = (PL=e) より機能安全設計は、PLr を満足している。 

出力部の全体の PFHDは、MTTFD=92 年、DCavg=99％、カテゴリ４ 

より ISO13849-1 表 K.1 より PFHD＝約 2.74x10-8/h 

システム全体の PFHD＝1.50x10-8 +6.44x10-9+約 2.74x10-8＝4.9 x10-8/h(=PLe) 
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【演習に使用する参考資料】ISO 13849-1:2015 表 K.1 

 危険側故障の平均確率:PFHD（1/h）及び対応のパフォーマンスレベル PL 

各チャネルの

MTTFD（年） 

カテゴリ B  PL 

DCavg＝“なし” 

カテゴリ 1  PL 

DCavg＝“なし” 

カテゴリ 2  PL 

DCavg＝”低” 

カテゴリ 2  PL 

DCavg＝”中” 

カテゴリ 3  PL 

DCavg＝”低” 

カテゴリ 3  PL 

DCavg＝”中” 

カテゴリ 4  PL 

DCavg＝”高” 

3 3.80×10－5   a  2.58×10－5   a 1.99×10－5   a 1.26×10－5   a 6.09×10－6   b  

MTTFD 3.3 年から 24 年の「PFHD・PL」テーブルは省略 
27 4.23×10－6   b  2.32×10－6   c 1.39×10－6   c 8.04×10－7   d 3.10×10－7   d  

30  3.80×10－6   b 2.06×10－6   c 1.21×10－6   c 6.94×10－7   d 2.65×10－7   d 9.54×10－8   e 

33  3.46×10－6   b 1.85×10－6   c 1.06×10－6   c 5.94×10－7   d 2.30×10－7   d 8.57×10－8   e 

36  3.17×10－6   b 1.67×10－6   c 9.39×10－7   d 5.16×10－7   d 2.01×10－7   d 7.77×10－8   e 

39  2.93×10－6   c 1.53×10－6   c 8.40×10－7   d 4.53×10－7   d 1.78×10－7   d 7.11×10－8   e 

43  2.65×10－6   c 1.37×10－6   c 7.34×10－7   d 3.87×10－7   d 1.54×10－7   d 6.37×10－8   e 

47  2.43×10－6   c 1.24×10－6   c 6.49×10－7   d 3.35×10－7   d 1.34×10－7   d 5.76×10－8   e 

51  2.24×10－6   c 1.13×10－6   c 5.80×10－7   d 2.93×10－7   d 1.19×10－7   d 5.26×10－8   e 

56  2.04×10－6   c 1.02×10－6   c 5.10×10－7   d 2.52×10－7   d 1.03×10－7   d 4.73×10－8   e 

62  1.84×10－6   c 9.06×10－7   d 4.43×10－7   d 2.13×10－7   d 8.84×10－8   e 4.22×10－8   e 

68  1.68×10－6   c 8.17×10－7   d 3.90×10－7   d 1.84×10－7   d 7.68×10－8   e 3.80×10－8   e 

75  1.52×10－6   c 7.31×10－7   d 3.40×10－7   d 1.57×10－7   d 6.62×10－8   e 3.41×10－8   e 

82  1.39×10－6   c 6.61×10－7   d 3.01×10－7   d 1.35×10－7   d 5.79×10－8   e 3.08×10－8   e 

91  1.25×10－6   c 5.88×10－7   d 2.61×10－7   d 1.14×10－7   d 4.94×10－8   e 2.74×10－8   e 

100  1.14×10－6   c 5.28×10－7   d 2.29×10－7   d 1.01×10－7   d 4.29×10－8   e 2.47×10－8   e 

110       2.23 × 10−8   e 

120       2,03 × 10−8   e 

130       1,87 × 10−8   e 

150       1,61 × 10−8   e 

160       1,50 × 10−8   e 

180       1,33 × 10−8   e 

200        1,19 × 10−8   e 

220        1,08 × 10−8   e 

240        9,81 × 10−9   e 

270        8,67 × 10−9   e 

300        7,76 × 10−9   e 

330        7,04 × 10−9   e 

360        6,44 × 10−9   e 

390        5,94 × 10−9   e 

430        5,38 × 10−9   e 

470        4,91 × 10−9   e 

510        4,52 × 10−9   e 

560        4,11 × 10−9   e 

620        3,70 × 10−9   e 

680        3,37 × 10−9   e 

750        3,05 × 10−9   e 

820        2,79 × 10−9   e 

910        2,51 × 10−9   e 

1000        2,28 × 10−9   e 

以下、カテゴリ４の 2500 年までの「PFHD・PL」テーブルは省略 
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演習４解答： 

レーザースキャナによる保護方策に対する機能安全設計の妥当性検証 

 

（「安全 PLC を用いた機械・設備の安全回路事例集」（（一社）日本電機工業会 PLC 技術専門委員会、2011 年 5 月発行）から引用） 

 

 

 

 

 

 

 

 図 9-4 レーザースキャナ設置とレーザースキャナによる保護方策事例 

 

図 9-4は、ロボットの可動領域に人が侵入した場合の保護装置としてレーザー

スキャナを適用した事例である。図 9-4のロボットのリスク低減方策として、以

下の方策を採用する。 

⚫ ロボットアームの可動範囲に対して保護停止できる範囲でレーザースキャナ

により作業者の進入を検知する。 

⚫ 速度制御範囲に作業者が入ると、ロボットは、停止カテゴリ１(IEC 60204-1)

で保護停止(SS1)する。 

安全ＰＬＣ 

Ｋ１ 
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⚫ このリスク低減方策は、ISO 13849-1 の図 A.1のリスクで見積もると

S2/F1/P2の PLr=d が求められる。 

表 9-2には、各機器の安全仕様を示す。安全仕様を確認して以下の設問に対し

て演習を行い設計の妥当性を評価し検証を行う。 

 

 

【演習 4-1】 

保護停止システム全体の PHFDとパフォーマンスレベルを求め、機能安全設計の

妥当性の検証と理由を示す。 

 

 

 

 

 

  

表 9-2 安全機器の PL関連パラメータ 

安全機器 DCavg PFH[1/時間] SIL 

レーザースキャナ 97% 1.03×10-7 2 

安全ＰＬＣ 99% 6.44×10-9 3 

ロボット:SS１ 92% 3.84x10-8 3 

安全関連システム全体の PFHD＝1.03x10-7 +6.44x10-9+3.84x10-8＝1.48 x10-７/h 

安全関連システム全体の PL=d (ISO 13849-1 表 K.1 より) 

機能安全設計の妥当性の検証： 

(PLr=d) = (PL=d) より機能安全設計は、PLr を満足している。 
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【演習に使用する参考資料】ISO 13849-1:2015 表 K.1 

 危険側故障の平均確率:PFHD（1/h）及び対応のパフォーマンスレベル PL 

各チャネルの

MTTFD（年） 

カテゴリ B  PL 

DCavg＝“なし” 

カテゴリ 1  PL 

DCavg＝“なし” 

カテゴリ 2  PL 

DCavg＝”低” 

カテゴリ 2  PL 

DCavg＝”中” 

カテゴリ 3  PL 

DCavg＝”低” 

カテゴリ 3  PL 

DCavg＝”中” 

カテゴリ 4  PL 

DCavg＝”高” 

3 3.80×10－5   a  2.58×10－5   a 1.99×10－5   a 1.26×10－5   a 6.09×10－6   b  

MTTFD 3.3 年から 24 年の「PFHD・PL」テーブルは省略 
27 4.23×10－6   b  2.32×10－6   c 1.39×10－6   c 8.04×10－7   d 3.10×10－7   d  

30  3.80×10－6   b 2.06×10－6   c 1.21×10－6   c 6.94×10－7   d 2.65×10－7   d 9.54×10－8   e 

33  3.46×10－6   b 1.85×10－6   c 1.06×10－6   c 5.94×10－7   d 2.30×10－7   d 8.57×10－8   e 

36  3.17×10－6   b 1.67×10－6   c 9.39×10－7   d 5.16×10－7   d 2.01×10－7   d 7.77×10－8   e 

39  2.93×10－6   c 1.53×10－6   c 8.40×10－7   d 4.53×10－7   d 1.78×10－7   d 7.11×10－8   e 

43  2.65×10－6   c 1.37×10－6   c 7.34×10－7   d 3.87×10－7   d 1.54×10－7   d 6.37×10－8   e 

47  2.43×10－6   c 1.24×10－6   c 6.49×10－7   d 3.35×10－7   d 1.34×10－7   d 5.76×10－8   e 

51  2.24×10－6   c 1.13×10－6   c 5.80×10－7   d 2.93×10－7   d 1.19×10－7   d 5.26×10－8   e 

56  2.04×10－6   c 1.02×10－6   c 5.10×10－7   d 2.52×10－7   d 1.03×10－7   d 4.73×10－8   e 

62  1.84×10－6   c 9.06×10－7   d 4.43×10－7   d 2.13×10－7   d 8.84×10－8   e 4.22×10－8   e 

68  1.68×10－6   c 8.17×10－7   d 3.90×10－7   d 1.84×10－7   d 7.68×10－8   e 3.80×10－8   e 

75  1.52×10－6   c 7.31×10－7   d 3.40×10－7   d 1.57×10－7   d 6.62×10－8   e 3.41×10－8   e 

82  1.39×10－6   c 6.61×10－7   d 3.01×10－7   d 1.35×10－7   d 5.79×10－8   e 3.08×10－8   e 

91  1.25×10－6   c 5.88×10－7   d 2.61×10－7   d 1.14×10－7   d 4.94×10－8   e 2.74×10－8   e 

100  1.14×10－6   c 5.28×10－7   d 2.29×10－7   d 1.01×10－7   d 4.29×10－8   e 2.47×10－8   e 

110       2.23 × 10−8   e 

120       2,03 × 10−8   e 

130       1,87 × 10−8   e 

150       1,61 × 10−8   e 

160       1,50 × 10−8   e 

180       1,33 × 10−8   e 

200        1,19 × 10−8   e 

220        1,08 × 10−8   e 

240        9,81 × 10−9   e 

270        8,67 × 10−9   e 

300        7,76 × 10−9   e 

330        7,04 × 10−9   e 

360        6,44 × 10−9   e 

390        5,94 × 10−9   e 

430        5,38 × 10−9   e 

470        4,91 × 10−9   e 

510        4,52 × 10−9   e 

560        4,11 × 10−9   e 

620        3,70 × 10−9   e 

680        3,37 × 10−9   e 

750        3,05 × 10−9   e 

820        2,79 × 10−9   e 

910        2,51 × 10−9   e 

1000        2,28 × 10−9   e 

以下、カテゴリ４の 2500 年までの「PFHD・PL」テーブルは省略 
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演習５解答： 

非常停止装置による付加保護方策に対する機能安全設計の妥当性検証 

 

図 9-5 非常停止ボタンによるモータ動力遮断の付加保護方策事例 

 

図 9-5は、非常停止ボタンで直接コンタクタ励磁回路遮断しモータ動力を遮断す

る回路事例である。非常停止ボタンの平均操作頻度は、30 分毎に 1 回である。ま

た、この設備は、30年間使用され、1日の作業時間は 20時間、年間作業日数は 300

日の作業を行う。表 9-3 には、各機器の B10仕様を示す。非常停止機能の制御シス

テムの安全関連部としての要求安全性能は、PLr=c である。B10仕様を確認して以下

の設問に対して演習を行い設計の妥当性を評価し検証を行う。 

 

 

  

表 9-3 安全機器の PL関連パラメータ 

安全機器 B10[回] 

非常停止ボタン S1 500,000 

コンタクタ Q1 1,000,000 
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【演習 5-1】 

以下の設問に従って非常停止ボタン S1 とコンタクタ Q1 のそれぞれの MTTFDおよ

び制御システム全体の MTTFDを求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【演習 5-2】 

制御システム全体の PLと機能安全設計の妥当性の検証と理由を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9-5の制御システムのカテゴリ＝1  機能ブロック図：  

安全機能（非常停止機能）の年間作動回数 nop=300x20x60/30=12,000 

非常停止ボタン S1の B10D=500,000x2=1,000,000 回 

コンタクタ Q1の B10D=1,000,000x2=2,000,000 回 

非常停止ボタン S1の T10D(S1)=1,000,000/12,000=83.3 年  

MTTFD(S1)= T10D(B1)/0.1=833 年→100 年で制限 

コンタクタ Q1の T10D(Q1)=2,000,000/12,000=166.6 年  

MTTFD(Q1)= T10D(Q1)/0.1=1666 年→100 年で制限 

安全関連システム全体の MTTFD=50年 

 

【演習 5-1】の結果：制御システム全体の PL:カテゴリ１、MTTFD=50 年  

PL=c,  PFHD＝1.24x10-6 (ISO 13849-1 表 K.1 より: MTTFD=47 年を選択) 

機能安全設計の妥当性の検証： 

(PLr=c) = (PL=c) より機能安全設計は、PLr を満足している。 
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【演習に使用する参考資料】ISO 13849-1:2015 表 K.1 

 危険側故障の平均確率:PFHD（1/h）及び対応のパフォーマンスレベル PL 

各チャネルの

MTTFD（年） 

カテゴリ B  PL 

DCavg＝“なし” 

カテゴリ 1  PL 

DCavg＝“なし” 

カテゴリ 2  PL 

DCavg＝”低” 

カテゴリ 2  PL 

DCavg＝”中” 

カテゴリ 3  PL 

DCavg＝”低” 

カテゴリ 3  PL 

DCavg＝”中” 

カテゴリ 4  PL 

DCavg＝”高” 

3 3.80×10－5   a  2.58×10－5   a 1.99×10－5   a 1.26×10－5   a 6.09×10－6   b  

3.3 3.46×10－5   a  2.33×10－5   a 1.79×10－5   a 1.13×10－5   a 5.41×10－6   b  

3.6 3.17×10－5   a  2.13×10－5   a 1.62×10－5   a 1.03×10－5   a 4.86×10－6   b  

3.9 2.93×10－5   a  1.95×10－5   a 1.48×10－5   a 9.37×10－6   b 4.40×10－6   b  

4.3 2.65×10－5   a  1.76×10－5   a 1.33×10－5   a 8.39×10－6   b 3.89×10－6   b  

4.7 2.43×10－5   a  1.60×10－5   a 1.20×10－5   a 7.58×10－6   b 3.48×10－6   b  

5.1 2.24×10－5   a  1.47×10－5   a 1.10×10－5   a 6.91×10－6   b 3.15×10－6   b  

5.6 2.04×10－5   a  1.33×10－5   a 9.87×10－6   b 6.21×10－6   b 2.80×10－6   c  

6.2 1.84×10－5   a  1.19×10－5   a 8.80×10－6   b 5.53×10－6   b 2.47×10－6   c  

6.8 1.68×10－5   a  1.08×10－5   a 7.93×10－6   b 4.98×10－6   b 2.20×10－6   c  

7.5 1.52×10－5   a  9.75×10－6   b 7.10×10－6   b 4.45×10－6   b 1.95×10－6   c  

8.2 1.39×10－5   a  8.87×10－6   b 6.43×10－6   b 4.02×10－6   b 1.74×10－6   c  

9.1 1.25×10－5   a  7.94×10－6   b 5.71×10－6   b 3.57×10－6   b 1.53×10－6   c  

10 1.14×10－5   a  7.18×10－6   b 5.14×10－6   b 3.21×10－6   b 1.36×10－6   c  

11 1.04×10－5   a  6.44×10－6   b 4.53×10－6   b 2.81×10－6   c 1.18×10－6   c  

12 9.51×10－6   b  5.84×10－6   b 4.04×10－6   b 2.49×10－6   c 1.04×10－6   c  

13 8.78×10－6   b  5.33×10－6   b 3.64×10－6   b 2.23×10－6   c 9.21×10－7   d  

15 7.61×10－6   b  4.53×10－6   b 3.01×10－6   b 1.82×10－6   c 7.44×10－7   d  

16 7.13×10－6   b  4.21×10－6   b 2.77×10－6   c 1.67×10－6   c 6.76×10－7   d  

18 6.34×10－6   b  3.68×10－6   b 2.37×10－6   c 1.41×10－6   c 5.67×10－7   d  

20 5.71×10－6   b  3.26×10－6   b 2.06×10－6   c 1.22×10－6   c 4.85×10－7   d  

22 5.19×10－6   b  2.93×10－6   c 1.82×10－6   c 1.07×10－6   c 4.21×10－7   d  

24 4.76×10－6   b  2.65×10－6   c 1.62×10－6   c 9.47×10－7   d 3.70×10－7   d  

27 4.23×10－6   b  2.32×10－6   c 1.39×10－6   c 8.04×10－7   d 3.10×10－7   d  

30  3.80×10－6   b 2.06×10－6   c 1.21×10－6   c 6.94×10－7   d 2.65×10－7   d 9.54×10－8   e 

33  3.46×10－6   b 1.85×10－6   c 1.06×10－6   c 5.94×10－7   d 2.30×10－7   d 8.57×10－8   e 

36  3.17×10－6   b 1.67×10－6   c 9.39×10－7   d 5.16×10－7   d 2.01×10－7   d 7.77×10－8   e 

39  2.93×10－6   c 1.53×10－6   c 8.40×10－7   d 4.53×10－7   d 1.78×10－7   d 7.11×10－8   e 

43  2.65×10－6   c 1.37×10－6   c 7.34×10－7   d 3.87×10－7   d 1.54×10－7   d 6.37×10－8   e 

47  2.43×10－6   c 1.24×10－6   c 6.49×10－7   d 3.35×10－7   d 1.34×10－7   d 5.76×10－8   e 

51  2.24×10－6   c 1.13×10－6   c 5.80×10－7   d 2.93×10－7   d 1.19×10－7   d 5.26×10－8   e 

56  2.04×10－6   c 1.02×10－6   c 5.10×10－7   d 2.52×10－7   d 1.03×10－7   d 4.73×10－8   e 

62  1.84×10－6   c 9.06×10－7   d 4.43×10－7   d 2.13×10－7   d 8.84×10－8   e 4.22×10－8   e 

68  1.68×10－6   c 8.17×10－7   d 3.90×10－7   d 1.84×10－7   d 7.68×10－8   e 3.80×10－8   e 

75  1.52×10－6   c 7.31×10－7   d 3.40×10－7   d 1.57×10－7   d 6.62×10－8   e 3.41×10－8   e 

以下、カテゴリ４の 2500 年までの「PFHD・PL」テーブルは省略 
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